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本稿は、「デジタルが拓くポストコロナの未来像」

と題して、2021年10月13日に開催された「NRI未

来創発フォーラム2021」における筆者の基調講演

の内容を取りまとめたものである。

コロナ禍を契機として社会のデジタル化が急速

に進み、人々の価値観やデジタルに対する不安と

期待も大きく変化した。同時に「持続可能な開発

目標（SDGs）」への取り組みが進み、企業だけで

なく人々の生活様式も大きな変化が余儀なくされ

ている。本稿では、主にデジタルという観点から

コロナ禍の1年で私たちの生活、社会や経済はど

う変わったか、ポストコロナでその勢いはどう変

わるか、企業経営にそれはどのような影響を及ぼ

すか、さらに、デジタル化が進むことは気候変動

など今後の地球規模の課題に対してどのような意

味を持つかを俯瞰し、そこでの企業や国・地方自

治体の役割について提言する。

野村総合研究所（NRI）代表取締役会長兼社長

此本臣吾

特集「NRI未来創発フォーラム2021」より デジタルが拓くポストコロナの未来像
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ポストコロナの未来と
日本企業の戦略

まずは2020年の 1 年間のコロナ禍を総括し
てみたい。その後、これから日本が直面する
経済の停滞や持続可能な社会の実現へ向けた
取り組みという点において、デジタルがどの
ような意味を持つかを論じていきたい。

1	 コロナ禍の経済・社会に
	 及ぼした影響
（1）	ロックダウン厳格度とGDP成長率との

相関関係
英国のオックスフォード大学が、移動制限

や学校閉鎖、店舗の営業制限、入国制限など
20程度の項目から各国のロックダウンの厳格
度を指数化して発表している。

図 1 は、横軸に日・米・欧各国のロックダ
ウン厳格度指数、縦軸に2020年の各国の実質
GDP成長率をプロットしたものである。や
はりロックダウンが厳しければ厳しいほど

GDPの落ち込みも大きくなっており、両者
に明確な相関関係があることが読み取れる。

しかし、この両者があまり相関していない
国が 2 カ国ある。日本とアイルランドであ
る。日本はロックダウンの程度は緩かった
が、人々や事業者の活動自粛を中心に対応し
ていたため、また、アイルランドは医薬品や
ICT機器の工場が集積しており、内需の落ち
込みを上回るほど輸出が急増したため、とい
う特殊な事情があるものと推察される。

（2）	リーマンショック時との比較
今回のコロナショックにおける経済的なダ

メージを、2008年のリーマンショック時と比
較したのが図 2 である。世界金融危機を引き
起こしたリーマンショックのときは先進国の
実質GDP成長率が－3.3％と落ち込んだのに
対して、新興国・発展途上国は2.8％のプラ
ス成長であり、先進国の方がダメージは大き
かった。

コロナショックが世界を襲った2020年は、
先進国経済は実質GDP成長率－4.7％という

Ⅰ	 2020年のコロナ禍を
	 振り返る

図1　日・米・欧の実質GDP成長率とロックダウン厳格度
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出所） 実質GDP成長率は世界銀行の資料、 ロックダウン厳格度指数は「Our World in Data」より作成
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深刻なダメージを受けたが、新興国・発展途
上国においても－2.2％であり、リーマンシ
ョック時よりも落ち込みが激しい 1 年であっ
た。

別のデータからコロナ禍の経済への影響を
もう少し説明したい。図 3 は日本の大手上場
企業の経常利益を合算したものである。ここ
からは、リーマンショック時の経常利益の落
ち込みより、今回のコロナショックによる落

ち込みの方が大手企業にとっては少なかった
ということが見て取れる。その理由の第一
は、米中への輸出が好調だったことから製造
業は業績を早く回復させることができたこ
と、第二はテレワークの普及やビジネスのオ
ンライン化などでコロナ禍の影響を比較的軽
微な状態に抑えられたこと、などが挙げられ
る。

さらに、21年度は18年度のピーク時を上回

図2　実質GDP成長率の推移

図3　Russell／Nomura Large Cap（含む金融）における経常利益の推移
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出所）IMF「World Economic Outlook」（2021年4月） より作成

※Russell／ Nomura：日本株式市場全体を代表する銘柄で構成、Large Capは大型株
※予想は2021年9月1日時点、連結子会社は控除して集計
出所）野村證券金融経済研究所レポートより作成
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ポストコロナの未来と日本企業の戦略

る大幅増益が予想され、22年度も増益が期待
されている。大企業の場合は、テレワークの
活用などでコロナ禍の影響をうまく吸収した
ところも少なくなかったと思われる。マクロ
経済全体で見ればコロナ禍は大きなダメージ
をもたらしたが、業種や企業規模によってそ
の影響はかなりの違いがある。このことから
も、一般的な災害などとは異なり、コロナ禍
の救済措置は一律的では意味がなく、ダメー
ジの多寡に応じたピンポイントの対策実施が
必要である。

（3）	デジタル化がもたらした影響
リーマンショック時のようなダメージが大

企業であるほど少なかったのは、ある意味
で、急速に進んだデジタル化が寄与したから
といえるだろう。たとえばリーマンショック
の頃はまだスマートフォンが普及していなか
った時代である。テレワークもそうである
が、行動変容でも事業継続ができたのは e コ
マース（EC）のようなビジネスモデルのオ
ンライン化への対応ができたからである。

図 4 は昨年の「未来創発フォーラム2020」
で紹介したグラフであるが、欧米では 5 〜 6
割、日本でも約 3 割の人がテレワークを経験
したと回答している。当然のことながら、米
国、イタリア、英国など、ロックダウンの厳
しかった国ほどコロナ禍でテレワークが進ん
だということがいえる。

図 5 は、日本のテレワークの状況を詳しく
見たものである 。テレワークは全国平均で
約 3 割の人に活用されているが、地方ごとに
かなり違いが出ている。関東地方や近畿地方
など「三密の回避」が強く求められた大都市
圏でテレワークが進んでいる状況が見て取れ
る。

他方、ビジネスのオンライン化についてで
あるが、グローバルでECの市場規模推移を
見たところ、2020年は不連続に急増するとい
う傾向が表れている（図 6 ）。リアル店舗の
物販がEC化されたことに加え、リアル（対
面）が常識であったフィットネスクラブなど
もオンライン化が進むなど、ビジネスのオン
ライン化はこの 1 年で一気に加速した。これ

図4　テレワーク実施者の割合（国際比較、2020年7月時点）
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出所）野村総合研究所「Withコロナ期における生活実態国際比較調査」 （2020年7月）より作成
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（1）	感染者数抑制の限界
まず図 7 を参照されたい。横軸にロックダ

ウン厳格度指数、縦軸にコロナ感染者数をプ
ロットしたところ、この 2 つにはほぼ相関性
がないことが分かる。つまり、ロックダウン
を厳しく実施したからといって新規感染者が
抑えられたわけではないということである。

らのデジタル化の進展が、コロナ禍のショッ
クを和らげたことは確かだろう。

2	 ポストコロナはどうなるか
ここからは、今後「ポストコロナ」の経

済・社会がどのようになっていくのかという
点に言及していきたい。

図5　テレワーク実施者の割合（日本：正社員、地方別）
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出所） 野村総合研究所 「コロナ禍のテレワーク実施状況に関する調査」 （2021年9月）より作成

図6　グローバルのEC市場規模と小売に占めるEC比率
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ポストコロナの未来と日本企業の戦略

いる。
つまり、世界は新型コロナウイルスとの共

存という方向に舵を切ったということであ
り、キーワードになるのは「Covidレジリエ
ント」である。ワクチンパスポートもその一
つの事例かもしれない。万一感染してもワク
チン接種によって重症化しないのであれば、
ワクチン接種者はより活発に経済活動に加わ
ってほしいというのは理にかなっている。た
だし、基本的には図 8 の右下にあるように、
今後も新型コロナウイルス再流行のリスクが
あるうちは、「物理的な対人接触が減っても
経済活動が無理なく維持できる社会」をしっ
かりつくっていくことがより重要である。

（3）	人々の意識の変化
国がウイルスとの共存の方針に舵を切る中

で、人々の意識はどのように変化しているで
あろうか。野村総合研究所（NRI）の調査結
果をいくつか紹介したい。

図 9 は、コロナ禍が収束した後に生活が元
に戻るかということを生活者に対して質問し

中でも日本の場合は欧米諸国に比べてはるか
に少ない感染者数であり、厳しいロックダウ
ンをしなかったにもかかわらず感染者を低く
抑えることができている。少なくとも欧米諸
国においては、厳しいロックダウンが新規感
染者数の抑制につながらないことを学んだと
思われる。

（2）	「ウイルスとの共存」への方針転換
こうしたことを受けて、各国がコロナ対策

を大きく方向転換している。図 8 に2021年 8
月29日のシンガポールの独立記念集会（ナシ
ョナルデー・ラリー）におけるリー・シェン
ロン首相の演説の抜粋を掲載している。首相
はその中で、「長期間ロックダウンをして
も、コロナはゼロにできない」「ワクチンを
接種すれば感染しないかもしれないが、接種
しないとほぼ確実に感染、重症化の可能性も
ある」という現状認識を語った上で、「ワク
チン接種といくつかの注意により、私たちは

『Covidレジリエントな社会』をつくること
ができる」と、今後のコロナ対策を総括して

図7　日・米・欧のコロナ感染規模とロックダウン厳格度
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支出をコロナ禍前の水準に戻すものとして一
番多かったのが「国内旅行」であり、「コロ
ナ禍以前の水準より多くする」と「コロナ禍
以前の水準に戻す」を合計すると51％とな
る。過半数の生活者が、コロナ禍が完全収束
すれば国内旅行をしたいという意思を持って
いることが分かる。しかし逆にいえば、約半

た結果である。「コロナ禍前の生活に戻る」
という回答はワクチン接種状況にかかわらず
3 割以下であり、大半の生活者はコロナ禍以
前の生活には戻らないと現時点では思ってい
ることになる。

もう少し掘り下げて、コロナ禍完全収束後
の支出動向を質問しているのが図10である。

図9　コロナ禍収束後の生活の変化について

【Q. コロナ禍の収束後に、ご自身の生活全体はどのように変わると思いますか】
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出所）野村総合研究所 「日本人の日常生活に関する調査」（2021年7月）より作成

図8　「ウイルスとの共存」への方針転換

シンガポール リー・シェンロン首相 演説より （8/29）

【先進各国がコロナ対策の方針をシフト】 【国内の今後の対策への示唆】
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● ワクチン接種といくつかの注意により、私たちは「Covidレジリエントな社会」をつくることができる
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出所）野村総合研究所「『コロナ・レジリエント』を目指す各国の出口戦略」（2021年9月）より作成
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ポストコロナの未来と日本企業の戦略

かがわせる結果になっている。
コロナ禍収束後も生活を元に戻さない理由

については、「完全に収束するとは思えない
から」が約 4 割。それから注目したいのは、

「今の生活様式に慣れてしまったから」が18
％を占めていることである。このように回答
をした人たちは、コロナ禍が完全に収束した
としてもそう簡単には元の生活スタイルには

数の人は元の水準には戻さないと回答してい
ることにもなる。「外食」「海外旅行」「カラ
オケ」「競技場でのスポーツ観戦」について
も質問しているが、「コロナ禍以前の水準よ
り多くする」と「コロナ禍以前の水準に戻
す」の合計はいずれも 4 割程度である。相当
強烈な需要喚起策を打たない限り、これらの
需要が元には戻らない可能性が高いことをう

図10　コロナ禍完全収束後の支出額の変化

図11　コロナ禍収束後に生活を元に戻さない理由

【Q. コロナ禍が完全に収束したら以下の活動への支出額をどのようにしたいと思いますか】
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（N=10,618）

（N=9,784）

（％）

今より多少増やすが
コロナ禍以前より少なくする

コロナ禍以前の
水準より多くする

コロナ禍以前の
水準に戻す

今と変わらない
ままにする

5 34 16 45

6 33 18 43

8 32 17 43

6

43

18

328

37

17

40

【Q. コロナ禍の収束後に、ご自身の生活
全体はどのように変わると思いますか】

【Q. なぜ元に戻らないと思いますか】
※自由回答の記述内容を分析

コロナ禍と同じ
生活を送り続ける

or
完全には戻らない

コロナ禍前の
生活に戻る

● 完全に収束するとは思えないから 41%
● 今の生活様式に慣れてしまったから 18%
（オンライン化、無駄の排除 など）

● 収束してもマスクや感染予防は欠かせないから 5%

● コロナ禍で周りが変わってしまったから 4%

● 何となく不安は残るから 3%

● その他 （収入が減った、景気が悪い など） 4%

25％

75％

（数値は75%の内訳）

※「コロナ禍以前から全くお金を使っていない」との回答者を除く
※小数第1位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所 「日本人の日常生活に関する調査」（2021年7月）より作成

出所）野村総合研究所 「日本人の日常生活に関する調査」（2021年7月）より作成



12 知的資産創造／2022年1月号

特集「NRI未来創発フォーラム2021」より デジタルが拓くポストコロナの未来像

以前の頻度に戻る」の回答計で、国内出張が
40％、海外出張が35％である（図13）。個人
消費の回復以上に、ビジネス側のこうした需
要はなかなか戻らないかもしれない。

テレワークについては、コロナ禍の収束に
したがって出社を伴う元の働き方に戻す動き
が一部の企業で見られるが、社員の目線で見
ると 9 割以上がテレワークを取り入れた今の
働き方を続けたいという回答になっている

（図14）。働き手の側からテレワークは圧倒的
に支持されているのである。ただしテレワー
クの頻度を見ると、「ほぼすべて『テレワー
ク』」したいという回答は 2 割程度で、大半
は出社とテレワークを組み合わせた働き方を
志向しており、おそらくこうした新しい働き
方が今後定着していくことになると思われる。

一方、海外企業はどうだろうか。必要に迫
られてやらざるを得なかったという事情はあ
っただろうが、コロナ禍でDX（デジタルト
ランスフォーメーション）は相当加速した。
平均するとDXが 6 年前倒しになったという

戻さないと考えられる（図11）。

（4）	企業の変化
次に、これから企業にどのような動きがあ

りそうかを紹介するが、まずはこの 1 年間の
状況を振り返ってみたい。

図12は国内の上場企業400社余りの財務デ
ータから、旅費・交通費・通信費の合計を集
計したものである。この 1 年間で、旅費・交
通費・通信費の合計金額が減少した企業が全
体の92％と、ほとんどを占めている。 1 社当
たりの減少幅は平均で37.6％と、約 4 割支出
が減っていることになる。当然その分、損益
分岐点も下がっているので、経営者の立場か
らすると、たとえコロナ禍が収束したとして
も、せっかく筋肉質になった企業体質をすぐ
さま元通りにするということにはしないであ
ろう。

また、コロナ禍収束後のビジネス出張頻度
について会社員に行った調査の結果を見て
も、「コロナ以前より多くなる」と「コロナ

図12　日本の上場企業における「旅費・交通費・通信費」の変化（2019～ 2020年度）

0

20

40

60

80
社 平均37.6%減

減少した企業：92% 増加した企業：8%

90～
100%減

80～
90%減

70～
80%減

60～
70%減

50～
60%減

40～
50%減

30～
40%減

20～
30%減

10～
20%減

0～
10%減

0～
10%増

10～
20%増

20～
30%増

30～
40%増

40～
50%増

50～
60%増

60～
70%増

70～
80%増

80～
90%増

90～
100%増

100%
以上増

※「旅費・交通費・通信費」のデータを取得可能な411社が対象
出所） 各社IR情報より作成
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図13　コロナ禍収束後の出張頻度の変化

図15　コロナ禍におけるDXの加速（世界9カ国の企業）

図14　今後のテレワークの希望（テレワーク実施者）

国内出張

海外出張

（N=3,175）

（N=1,388）

（％）

コロナ以前より
多くなる

コロナ以前の
頻度に戻る

コロナ以前より
少なくなる わからない

11

11

24

29

49

46

16

13

【Q. コロナはあなたの企業の
DXを加速化させましたか】

【Q. コロナはあなたの企業のDXを何年くらい前倒ししたと思いますか】

50

40

30

20

10

0

6

43

27

19

4
2

平均＝6年

％

0年 1～ 4年 5～ 9年 10～ 14年 15年以上 わからない

かなりの程度
加速化させた

68％

ある程度
加速化させた

29％

その他　3％

全体

20代

30代

40代

50代

（N=2,884）

（N=721）

（N=721）

（N=721）

（N=721）

（％）

ほぼすべて
「テレワーク」

基本的に「テレワーク」
（出社の日もあり）

基本的に「出社」
（テレワークの日もあり）

ほぼすべて
「出社」

15 44 33 7

18 40 36 7

20 45 28 7

23 45 27 6

19 43 31 7

※全国の20～ 59歳の会社員が対象
※小数第1位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所 「コロナ禍の働き方・暮らし方に関する調査」（2021年9月）より作成

※豪・仏・独・伊・日・シンガポール・スペイン・英・米で、従業員500人以上の企業にフルタイムで働く人が対象（N＝2,569）
出所） twilio「COVID-19 Digital Engagement Report」（2020年7月）より作成

※小数第1位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所） 野村総合研究所 「コロナ禍の働き方・暮らし方に関する調査」（2021年9月）より作成
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由である。「マイナンバーカードの取得率」
「国・自治体が提供するオンラインサービス
の利用率」「e-Taxを使った確定申告」など
いくつかの定量指標が、この 1 年で地方ほど
伸びたのである。

マイナンバーカードの発行枚数はコロナ禍
で急増し、2021年11月 1 日時点で約5000万枚
となった。21年10月からマイナンバーカード
の健康保険証利用も始まった。筆者はこれま
で繰り返し述べているが、社会のデジタル化
においてはマイナンバーカードの普及が不可
欠である。公的個人認証の唯一の手段である
このカードの普及がなければ、いくら行政サ
ービスをデジタル化しても宝の持ち腐れであ
る。ここは、コロナ禍で顕著となったカード
取得の流れをさらに一気に加速させるため、
一層の促進策を期待している。

20年はコロナ禍に見舞われた年であると同
時に「日本社会のデジタル化（ソーシャル
DX）元年」といってもいいような新しい潮
目に変わった 1 年だったと、後から振り返る
ことになるかもしれない。ソーシャルDXに

回答が寄せられている（図15）。

（5）	国・地方公共団体の変化
国や地方公共団体といった行政機関の変化

についても触れたいと思う。図16は横軸に
DCI（Digital Capability Index）注1スコア順
に都道府県を並べたものであるが、この 1 年
間で非常に大きな変化があった。 1 位はどち
らも東京なのだが、下位の道府県のデジタル
化指数が一気に上昇したのである。首位と最
下位のスコア差が縮まっており、日本国内の
地域間のデジタル格差が縮まったというのが
この 1 年間の大きな変化として表れている。
コロナ禍は企業のみならず日本の社会全体の
デジタル化を底上げしたことは間違いない。

なぜ格差が縮小したのか、地方のデジタル
化はコロナ禍でどのように変化したのかとい
う点をデータに基づいて検証したところ、図
17のように、この 1 年間のDCIの要素別スコ
アの変化として特にポイントが上がったのが

「デジタル公共サービス」であり、その利用
頻度が地方ほど高まったというのが大きな理

図16　都道府県別DCIスコアの変化

首位と最下位
のスコア差2021年7月

2020年7月

30

40

50

60

70

80
社

1位 5位 10位 15位 20位 25位 30位 35位 40位 45位 47位

※都道府県別DCIスコアを高い順に並べ替えたもの
　（2020年、2021年とも、1位は東京）
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成長モデルの延長では、今後の日本経済は成
長しないことが明白である。

詳しく説明していこう。経済成長率を労働
力の視点から見ると、「就業者数の伸び率」 

「年間の総労働時間の伸び率」「労働生産性の
伸び率」に分解できる。

日本の就業率は、過去10年間のトレンドを
見ると年率換算で0.4％ずつ着実に上がって
いる。これは女性の社会参加が進展してきて
いることの証左だと思われる。しかし一方
で、全体の人口減少ペースが著しいため、い
くら就業率を上げても就業者数の伸びは期待
しづらい。これからの10年で15歳以上人口は
400万人も減ってしまうので、就業率を毎年
0.4％上げただけでは就業者数は増えていか
ないことになる。

日本の年間の総労働時間については、ここ
数年来の働き方改革の成果もあって、かつて
は年間1700時間台だったものが2019年辺りか
ら1600時間台に落ちている。これはワークラ

ついては省庁横断で行動できるデジタル庁の
役割が極めて重要だと筆者は考えている。

ここからはテーマを変えて、日本経済が抱
える大きな二つの問題、すなわち、潜在成長
率の低迷と、未来からの宿題といってもよい

「持続可能な社会」の実現、特に温室効果ガ
スへの対応について述べる。これらの課題に
日本はこれから真剣に取り組まなくてはなら
ないが、その過程においてもデジタルが大き
な貢献を果たすということを明らかにしてい
きたい。

1	 日本経済のパラダイム転換
（1）	従来型経済成長モデルの限界

冒頭から悲観的な話になるが、従来の経済

図17　DCIの要素別スコアの変化

ネット利用

2021年7月
2020年7月

デジタル公共
サービス

コネクティビティ

人的資本

14.0

14.2

12.3

11.8

14.0

17.5

13.7

13.6

2020～ 2021年で大きく増加した項目（例）

■ オンラインバンキング利用（大分：32%→41%）
■ 有料動画配信サービス利用（沖縄：18%→28%）

■ 自分が自由に使えるタブレット保有率（宮城：15%→23%）

■ エクセルが使える人の比率（福島：35%→45%）
■ 児童生徒 1人当たりの学習用 PC台数（全国：0.2→0.7＊）

■ マイナンバーカードの取得率
全国平均：17%→31%
富山：15%→34%　福井：13%→32%

■ 国・自治体が提供するオンラインサービスの利用率
全国平均：39%→48%
宮崎：38%→53%　島根：38%→52%

■ e-Taxを使った確定申告（青森：7%→14%）

＊印のみ、2019～ 2020年の変化

Ⅱ	デジタル化が先導する	
	 サステナブルな経済社会
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ている。単純計算すれば、20年代後半から30
年代前半ぐらいにはマイナス成長が常態化す
る可能性も十分あるように思う。つまり、労
働投入量に依存しない経済モデルにシフトし
ていかないと、このままでは日本は経済が低
迷し続けることになる。

（2）	デジタル資本主義への	
経済パラダイムシフト

そこでNRIが提唱しているのが、「デジタ
ル資本主義」という新たな経済成長モデルへ
の構造転換である（図19）。

従来の経済成長スキームである産業資本主
義では、経済の担い手は産業資本家と労働者
であり、賃金と労働生産性の差異が利潤を生
み出していた。また提供される商品はモノが
中心であった。これがデジタル資本主義で
は、プラットフォーム上のデジタルサービス
が主要商品となり、その際に価値の源泉は労
働力というよりデジタルデータになる。そう
なると、プラットフォーム上でさまざまなデ
ジタルサービスが動いているので、産業構造

イフバランスとしては大変良い傾向ではある
ものの、やはり総労働時間が減るとGDPに
はマイナスの影響がある。しかしドイツ、デ
ンマーク、英国のような西欧先進国は1350時
間であることを踏まえると、実は1600時間台
でもまだ多く、今後、日本の総労働時間はも
っと減っていく可能性が高い。

最後の労働生産性であるが、過去10年でい
えば、日本は年平均0.8％ずつ増えている。
しかし、それでもOECD加盟国の中では低位
であり、主要 7 カ国の中では1970年以来ずっ
と最下位が続いている。これがこの先、劇的
に向上するとは考えにくい。

こうしたことを前提にして、日本のGDP
を長期予測した結果が図18である。総労働時
間がこれまでの10年間と同じペースで毎年
0.6％ずつ減った場合がシナリオ 1 、2040年
頃には西欧先進国に追いつくという前提に立
ったのがシナリオ 2 である。

最近の総労働時間の減り方のペースを見て
いると、筆者はシナリオ 1 よりもシナリオ 2
に近づく可能性が高いのではないかと想定し

図18　日本のGDPの推移（予測）

シナリオ 1
　総労働時間　年0.6%減
過去10年のトレンド

シナリオ 2
　総労働時間　年1.0%減
2040年に現在のドイツ・ 
デンマーク・英国と並ぶ

2038年より減少

2026年より減少

580
兆円

560

540

520

500
2021年 25 30 35 40 45 50

※2021年のGDPは実質経済成長率見通し3.3％（IMF）で成長すると仮定
※労働生産性は年0.8％増、就業率は年0.4％増（いずれも過去10年のトレンド）と仮定
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うことでサービス提供側も学習して続々とソ
フトウエアをアップデートし、時間とともに
価値を増やしていく。そういう意味で「増価
蓄積型」といっている。

たとえば、さまざまな投資の計算をすると
きにディスカウントレートが使用されるが、
これは時間とともに価値が劣化することを前
提とした考え方であり、まさに産業資本主義
時代の考え方である。しかし、デジタル資本
主義にはこの考え方は当てはまらない。時間
とともにサービスを次々にアップデートし、
新たな価値を生み続けることができる。

また、投資の対象もハードではなくソフト
になる。モノを生産するための機械設備であ
れば、一度投資すればあとは減価償却をする
だけであるが、サービスを生み出すソフトへ
の投資となると時々刻々と変化するサービス
の価値に応じて、投資評価も時間の経過とと
もにアップデートを繰り返す必要がある。極
論すれば、モノの時代の投資評価は初期投資
の意思決定をするまでがすべてであったが、
ソフトの時代の投資評価は投資したときは単

が極めて流動的になる。たとえば、楽天グル
ープを想像してほしい。楽天という企業の本
業は、果たして物販業なのだろうか、金融業
なのだろうか、あるいは旅行業なのだろう
か。楽天グループにとってはプラットフォー
ム上でさまざまなデジタルサービスを提供す
るのが生業であって、これを既存の分類の産
業区分に当てはめることはできない。

繰り返しになるが、これからの経済成長を
考えると、産業資本主義に加えてデジタル資
本主義的な要素、つまり労働投入を前提とし
なくても付加価値が生まれる産業にパラダイ
ムシフトすることが必要なのである。

産業資本主義とデジタル資本主義が決定的
に違う点を、図20に「減価償却社会（産業資
本主義）」と「増価蓄積社会（デジタル資本
主義）」として示した。前者はモノ中心の経
済システムだが、モノは新品時の価値が最も
高く、時間とともに経年劣化で価値は減って
いくというのが基本的な考え方である。これ
に対して後者は、デジタルサービスを上市し
たときの価値が一番低く、顧客に使ってもら

図19　産業資本主義からデジタル資本主義へ

産業革命
生産者余剰の視点

デジタル革命（DX）
消費者余剰の視点

デジタル資本主義
（21世紀～）

産業資本主義
（18世紀～ 20世紀）

「消費者の効用（満足度）最大化」
• プラットフォーマー

• プラットフォーム上の「aaS」
• 消費者側の効用最大化
　（消費者余剰）

• デジタルデータ（データ生産性）

「生産者の利潤最大化」
• 産業資本家と労働者

• モノ
• 生産者側の利潤最大化
　（生産者余剰）

• 労働力 （労働生産性）

担い手

商品

追求する価値

価値の源泉
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て解決しようというのが、今起こっている
SDGsのムーブメントの背景にあるといって
よい。つまり、事業の短期的な業績は当然の
こととして実現し、かつ持続性と公共の利益
をバランスさせることが当たり前の時代とな
っているため、これからの経営にはこの二つ
を両立させることが求められる。

（2）	温室効果ガス問題への対応
この外部不経済の問題を、今一番ホットな

話題である温室効果ガス、つまりCO2の問題
を例にとって解説したい。

世界全体におけるエネルギー由来のCO2排
出量は、リーマンショック時に－1.4％とな
ったのを除き、時間とともに増えてきていた

（図21）が、今回のコロナ禍で－5.8％（19.2
億トン）という戦後最大規模の下げ幅になっ
た。

減少した19.2億トンを分解すると図22のよ
うな状況になる。1990年から2019年までの
CO2排出量については、図の計算式にあるよ

なる出発点にすぎない。それが「デジタル・
ファースト経営」の発想である。このことに
ついては後で詳述する。

2	 地球規模の課題への取り組み
（1）	外部経済と外部不経済

もう一つの日本の課題は、地球規模の課題
への取り組み、つまり外部性の問題への対応
が必須になっていることである。

外部性の問題といっても、「外部経済」と
いうのは通常はプラスで考えることが多い。
たとえばインターネットは、参加する人が増
えれば増えるほど利便性は増す。つまりネッ
トワーク効果、外部経済が働くことで価値は
増えていくわけである。しかしわれわれが直
面している問題は、今の資本主義の下で企業
活動が活発になればなるほど、外部でさまざ
まな問題が引き起こされてしまうという「外
部不経済」なのである。これは、もはや看過
できないほど大きな問題になってきている。

そのため、外部性の問題を内部コスト化し

図20　「デジタル・ファースト経営」に向けた発想の転換

増価蓄積社会（デジタル資本主義）減価償却社会（産業資本主義）

•  新品の価値が最も高く、
時間の経過とともに減価する

•  有形のモノが価値の担い手
•  ハードウエアが機能の決め手
•  製品の性能で競争
•  ヒト、モノ、カネが経営資源
•  製品別で固定的な産業構造

•  同一業種内での競争
•  大規模な初期投資が必要で参入障壁は高いが、
ランニングコストは相対的に小さい

•  新品の価値が最も低く、アップデートをしながら
時間の経過とともに増価する

•  無形のサービス（aaS）が価値の担い手
•  ソフトウエアが機能の決め手
•  サービスの提供価値で競争
•  ヒト、データ、カネが経営資源
•  プラットフォーム上でモノがaaS化された
流動的な産業構造

•  異業種企業との競争
•  参入障壁は低い（初期投資は小さい）が、
ビジネス拡大時に継続した大規模投資が必要
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ークに代表されるようにデジタルによってさ
まざまなものがオンライン化されたことで、
人々の行動変容が生じ、経済活動は維持しつ
つも物理的な移動が減ったことが影響してい
るのではないかと推察される。

それを検証したのが図23である。案の定、
2020年にCO2削減に最も貢献したのは運輸部
門で、11.4億トン減らしている。通勤や出張
や旅行の頻度が減り、買物に行く回数が減っ
たことが影響していると思われるが、先ほど

うに、GDPと電源構成比率との関係で説明
できる。この数式の決定係数（R²）は0.99で
あるから、GDPと電源構成比率の二つの変
数でCO2排出量はほぼ完璧に説明できる。こ
の計算式を2020年に当てはめると、説明でき
るのは13.9億トンの減少分で、説明できない
減少分があと5.3億トンある。つまり、2020
年に限っては今までとは違う要因、つまり経
済の停滞とは違う理由でCO2が減ったという
ことを示している。これに関しては、テレワ

図21　エネルギー由来のCO2排出量の推移（世界全体）

リーマンショック
▲1.4%

新型コロナウイルス
▲5.8%

（19.2億トン減）

※戦後最大規模の
　減少幅

350
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1990年 95 2000 05 10 15 20

出所） IEA「Global Energy Review：CO2 Emissions in 2020」より作成

図22　2020年のCO2排出量減少分

0
億トン

－10

－20

▲4.2%
（13.9億トン減）

▲4.2%
（13.9億トン減）

CO2排出量とGDP・電源構成比率の関係式

行動変容とそれを支えたデジタルの
影響ではないか？

Log（y）=3.40+0.65 log（x1）－1.09 log（x2）

※1990～ 2019年の当てはまりは非常によい（R2=0.99）

合計 ▲5.8%
（19.2億トン減）

これまでの傾向からは
説明できない

これまでの傾向から
説明可能

CO2排出量 GDP 電源構成比率
（再生可能＋原子力比率）

▲1.6%
（5.3億トン減）

▲1.6%
（5.3億トン減）
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図24　MaaS進展シナリオにおける2030年のCO2削減効果

まず、現時点でMaaSが使用されている割
合（全体の総移動距離に占めるMaaSが使わ
れた部分の比率）であるが、日本は 2 ％、米
国1.5％、欧州 2 ％といったところである。
これが10年先の2030年に、日本で10％、米国
20％、欧州30％まで増えた場合をシミュレー
ションしたのが図24の下部である。MaaSが
増えればタクシーはオンデマンドで呼べるの
で、いわゆる「流し」で運転しているタクシ
ーの走行距離は減る。バスもオンデマンドで
運行できれば、本数を減らすことができるだ

「これまでの傾向からは説明できない」部分
として取り上げた5.3億トンというのは、こ
の11.4億トンの半分ほどの量なので、運輸部
門が貢献した減少分の半分は人々の行動変容
によって生まれたものであると考えて差し支
えないだろう。

この行動変容を推進すればCO2がさらに減
るのではないかという仮説の下、NRIでMaaS

（Mobility as a Service）が進展した場合、ど
の程度CO2が減るのかについて試算した（図
24）。

　 2030年のMaaS普及率 

初期値（※1） 伸び率（※2） 2030年普及率

日本 2.0％ 4.6倍 約10％

米国 1.5％ 15.4倍 約20％

欧州 2.0％ 15.4倍 約30％

　 2030年のCO2削減効果 

CO2削減量 CO2削減率 （※3）

日本 0.1億トン 8.0％

米国 1.9億トン 15.3％

欧州 1.0億トン 21.3％

図23　2020年のCO2排出量減少分（分野別）

0
億トン

－5

－10

－15

発電&熱供給 産業 運輸 建物（住宅含む）
最大の要因は人々の行動変容

－3.2
－4.3

－11.4

－1.5
通勤・出張

国内・海外旅行

店舗での買物

テレワーク

巣ごもり需要

オンライン
ショッピング

出所） IEA「Global Energy Review：CO2 Emissions in 2020」より作成

※1　Statistaより （2014年の数値）
※2　Euromonitor見通しを基に、2014～ 2030年まで線形補完

（NRI推計）※3　MaaS普及による運輸部門の削減率

自家用車減、ライドシェア増

日米欧で
3億トンの削減効果
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しようとしている事業領域を指しており、当
社は幸いなことに事業を拡大させればそれが
そのままSDGsへの貢献につながるという、
大変恵まれた環境にあると考えている。

図26は横軸に欧州各国と日本のデジタル度
を表す「DESI注2」、縦軸にSDGsの進捗度を
表す「SDGsインデックス注3」をプロットし
たものである。両者の相関係数は0.67である
から、さほど強い相関関係にあるとは言い難
いものの、 1 人当たりGDPとSDGsインデッ
クスの相関（0.26）と比べるとより強い相関
性があり、デジタル化が進展している国ほど
SDGsも進んでいるといえるのではないだろ
うか。その中でも特に北欧の 3 カ国、フィン
ランド、スウェーデン、デンマークは非常に
高いパフォーマンスになっている。この件に
ついては第Ⅳ章で説明したい。

ろうし、全体としての走行距離も減ることに
なる。こういうロジックで試算すると、日
本、米国、欧州で合計 3 億トンのCO2削減効
果があるということになった。MaaSを推進
するだけで 3 億トンものCO2削減への寄与が
できるという考察であるが、デジタルはこの
ように、使い方によっては温室効果ガスある
いは地球規模の環境問題についてもさまざま
な貢献ができる可能性があると考える。

3	 SDGsに対するデジタル化の貢献
デジタル化の貢献はCO2削減だけにとどま

らない。図25は国連の17の持続可能な開発目
標を示したものだが、「オンライン化」「可視
化」などの特徴を持った社会のデジタル化に
よって、17の目標についてさまざまな貢献が
できるはずだと筆者は思っている。手前味噌
になるが、図中の太字の矢印は、NRIが貢献

図25　SDGsとデジタル
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新サービス
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ビレッジ・フォン
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参考）太い矢印は NRIが中計でコミットしているテーマ領域
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する。
コマツは建設機械メーカーであるが、2021

年 7 月に建設業向けデジタルソリューション
の開発、提供、保守などを手掛ける子会社

「EARTHBRAIN」を立ち上げた。日本の土
木市場規模、つまり日本の土木企業の売上高
の合計は年額にして24兆円である。しかし、
そのうち65％はいわゆる工事発注金額として
外部流出している。この発注量を20〜30％効
率化できれば、3.1〜4.7兆円程度のコスト削
減効果、逆にいえば価値を生み出すことがで
きる（図27）。

コマツは、この効率化のためにデジタルを
どう使うかを考えた。具体的には、これまで
数日間の人手をかけていた工事前の測量を、
ドローンを活用することで 1 日で終わらせる
ようにした。しかもドローンの点群データを
そのまま3Dの施工図面に展開すれば、施工
計画もほぼコンピュータ上でシミュレーショ
ンできてしまう。デジタル化された施工図面
と建設機械に、その日にどれぐらい施工がで

前章では、経済成長と持続可能な社会の両
立がデジタル化によって実現できる可能性を
示した。そのためには、まず企業自身がデジ
タルネイティブになっていかなければならな
い。筆者は経営をデジタルネイティブにトラ
ンスフォームすることを「デジタル・ファー
スト経営」と呼んでいる。本章ではそれに成
功した企業とうまくいかなかった企業の事例
を通じて、デジタル・ファースト経営を実現
する道筋を示したい。

1	 デジタル・ファースト経営の	
	 成功事例
	 ─コマツの「EARTHBRAIN」

デジタル・ファースト経営とは、データが
価値を生み出す経済をビジネスとして実現し
たものである。まず、コマツのケースを紹介

図26　欧州各国と日本のデジタル度およびSDGsインデックス
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SDGsインデックス：ジェフリー・サックス他「Sustainable Development Report 2021」より作成

Ⅲ	「デジタル・ファースト経営」
	 へのトランスフォーメーション



23基調講演「ポストコロナの未来と日本企業の戦略」

ポストコロナの未来と日本企業の戦略

図27　日本および世界の土木市場規模を踏まえたコマツの価値創造規模

土木市場規模

日本
24兆円／年

効率化対象コスト

工事発注金額
のうち65%

（材料費、機械費、
労務費など）

生産性向上目標

20～ 30%

価値創造規模

日本
3.1～ 4.7兆円／年

世界
26～ 39兆円／年

世界
200兆円／年

✓政府目標：20%

✓i-Construction
実績：30％

きたかというセンサーからの情報を対比させ
れば、 施工工程の進捗管理を日次で回すこと
ができる。何か問題があれば、すぐに気づい
て修正を加えることもできる。また施工後の
検査もドローンを使えば短時間でできる。

かねてから、コマツはこうしたプロセスご
とのデジタル化に「スマートコンストラクショ
ン 」 と し て 取 り 組 ん で き た が、 新 た に
EARTHBRAINを立ち上げたことでこうし
たプロセス間を横につなごうとしている。

図28にあるスマートコンストラクションの

それぞれ縦のラインには、デジタルデータが
どんどん蓄積されている。それをダッシュボ
ードで一元化して全体の現場を可視化できれ
ば、現場全体の日々の進捗管理が非常に容易
になる。機械の空き時間が少なくなり、稼働
率を高めることもできる。人手についてもか
なり精緻に予測できるので、人の手配に無駄
をなくすことができ、外部流出コストのセー
ブにもつながる。データを横につないで全体
を可視化する中で、こうした成果を生み出そ
うとしているのである。

出所）コマツ公表資料より作成

図28　EARTHBRAINの業務内容

DXにより施工全体が最適化
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※13,700現場以上に導入済み
 （国内、2021/3末現在）

「ヨコ」＝すべてのプロセスを
デジタルでつなげる
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ドローンによる
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3D施工企画・
シミュレーション

ICT建機とアプリで
3D施工・施工管理

ドローンによる
3D出来形検査

出所）コマツ公表資料より作成
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しかし、これを実現するには、ダッシュボ
ード上に集まってきた大量のデータを分析し
て最適なモデリングをすること、また、それ
に基づいて施主や施工業者に対してアドバイ
スをできるように、蓄積されたデータを活用
してアプリケーション上でアルゴリズムを開
発していくことを併せて進めていかなければ
ならない。

こうした動きを通じて、コマツはまさに前
述した増価蓄積型のビジネスを実行しようと
している。従来の機械（モノ）を売っていた
時代は機械を大量生産し、その量産効果によ
ってコストを下げることで利益を出してい
た。また、価値の変化は減価償却型であっ
た。しかし増価蓄積型ビジネスにおいては、
現場でどのようなサービス（コト）を提供す
れば価値を生み出せるか、つまり機械の性能

よりも顧客の現場をどれだけ理解できるかが
重要なカギになってくる。収益の源泉は、蓄
積されたデータからつくられる、時間ととも
に価値を増していくアルゴリズムやアプリケ
ーションプログラムである。このようにハー
ド中心であったビジネスモデルとは全く異な
るため、実際にこの事業を経営するノウハウ
は新たに獲得する必要がある（図29）。

2	 海外における成功・失敗事例	
	 ─GEとシュナイダーエレクト
	 	   リック
デジタル・ファースト経営の実現は、そう

容易なことではない。ここではGE（ゼネラ
ルエレクトリック）とシュナイダーエレクト
リックという対照的な 2 つの会社の事例を紹
介する。

図29　コマツにおけるデジタル・ファースト経営への進化
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価
値
創
出
の

仕
掛
け

意思決定 （幹部による）合議 データドリブン

組織管理 MBO（ヒエラルキー型管理） OKR（組織全体での目標共有）

ブランド 権威性（定性的） 透明性（定量的）

人材育成 年功型（経験） ジョブ型（スキル）

※MBO（Management by Objectives）：目標による管理 （社員自らが目標を設定）
　OKR（Objectives and Key Results）：目標と主要な結果 （組織が一丸となって目標達成を目指す）
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変更された。従来の営業担当者には、顧客の
現場に立ち入って自社の機械を使えばどのよ
うな改善効果が期待できるのかをシミュレー
ションし、その対価を顧客と分配するという
極めて難解な交渉を行わなければならない。
実際には多くの営業担当者がそれになかなか
ついていけなかった。

一方、顧客の方も、そのサービスを受ける
ためには自社の運用データをGEのプラット
フォーム上に提供しなければならないため、
機密漏洩に対する警戒感があったり、本当に

（1）	GEのインダストリアル・	
	インターネット構想

GEは2011年にGEデジタルを設立し、航空、
製薬、電力など各事業を横断してデジタルサ
ービスを提供する共通プラットフォーム

「Predix」を構築した。そして、各事業のノ
ウハウをPredix上に蓄積し、そのノウハウを
顧客に訴求することでプラットフォームの優
位性を確立しようとし、最終的には、世界で
十指に入るソフトウエア企業になることを高
らかに宣言した。いわゆる「インダストリア
ル・インターネット構想」である。しかし、
これは結果的にうまくいかず、現在は縮小し
再建途上にある（図30）。

従来のモノでの価値ではなく、モノをデジ
タルサービス化して、そのサービスで価値を
獲得していくという当時のGEの考え方は今
考えても正しかったのであるが、結果的にう
まくいかなかった。

うまくいかなかった要因は、まず営業に問
題が発生したことにある。従来の営業は、機
械を売って保守契約を獲得するスタイルだっ
たが、新しいビジネスモデルでは、その機械
を使って顧客のパフォーマンスが上がった分
に応じてサービスフィーをもらうという形に

図30　GEの「Predix」が目指した姿

航空 製薬 電力 鉱業 製造業 石油・ガス
しかし、現在は

事実上の撤退

…

アプリ アプリ アプリ アプリ アプリ アプリ

Predix（共通プラットフォーム）
予防的保守、オペレーション安定化、制御システム最適化、生産性向上

■ GEデジタルを分社化 （コア
コンピタンスから外す）

■ DXのビジョンは縮小、 人員
も削減

出所）Ivey Business School「Digital Transformation at GE: What Went Wrong?」（2019年）より作成

表1　GEのDX撤退につながったさまざまな要因

営業

● アウトカムを保証する事業モデルで、箱売
りの従来の強みを活かせない

● 高度な営業スキルの転換を求めたが、社員
の意欲と能力はバラバラ

顧客

● 内部情報の機密性を保持したがる多くの
ユーザー企業は拒否反応

● ユーザーはGEの提案を理解できず、受け
入れる体制も整っていなかった

組織

● 従来のITインフラを使う各事業部門とGE
デジタルが対立

● GEデジタルは大半が中途採用で、GEの既
存事業部門と連携できず

 技術

● 各事業のデジタルアセットの共有化ができ
ず規模の経済が成立せず

● クラウドをめぐり自前主義にこだわりすぎ
て社内が混乱

出所）Ivey Business School「Digital Transformation at GE: What Went 
Wrong?」（2019年）より作成
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生産性が上がるのか懐疑的であったりと、な
かなかGEの戦略を理解し切れなかった。

加えて、この戦略を遂行するにあたって、
トップダウンでGEデジタルという新会社を
設立し、わずか 5 年で5500人の会社にしてい
る。GEの既存事業とは全く縁もゆかりもな
いソフトウエアのエンジニアを5000人以上ス
カウトしたわけで、ハードを担当する既存の
ビジネスユニットとGEデジタルとの間でコ
ミュニケーションがうまくいかなかったとい
う問題もあった（表 1 ）。

（2）	シュナイダーエレクトリック
もう 1 社、フランスのシュナイダーエレク

トリックを紹介する。売上高は約 3 兆円、主
な製品はモジュラー機器や配電装置で、ほか
にビルマネジメントなどを営んでいる。図31
は同社の株価チャートであるが、ビジネスモ
デルの転換が順調に進んで株式市場から非常
に高く評価されている。ハードの製造販売だ
けでは利益率が向上しないという問題に長年
悩まされていた中で、思い切ったビジネスモ

デルの転換を行い、成功につながった。
GEと同じく、シュナイダーエレクトリッ

クもデジタル・ファースト経営に転換した
が、GEとはアプローチが異なり、まず現場
の各ビジネスユニットで改革を進めていっ
た。GEデジタル設立のようにトップダウン
で機構改革をしたのではなくて、従前のビジ
ネスユニットの中でデータを活用して、まず
顧客にさまざまな情報提供をすることから始
めていった。そして2017年以降、アプリケー
ション開発を担う企業のM&Aを繰り返しな
がら、データに基づき、顧客のパフォーマン
スを上げた分に応じて収益を上げるサブスク
リプション型ビジネスの比率を高めていっ
た。現場のイニシアチブを重視したというこ
とと、顧客にサービスの意味を理解してもら
うことにしっかり時間をかけたことが、筆者
の目から見ると成功した理由に映る（図32）。

もう一つの成功要因は社員の意識改革であ
る。シュナイダーエレクトリックはINSEAD

（在欧州の経営大学院）と提携して「デジタ
ルリーダーシップコース」という教育プログ

図31　シュナイダーエレクトリックの概要と株価推移

2005年 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

180
ユーロ

シュナイダーエレクトリック
創業 ：1836年
売上（2020） ：252億ユーロ
従業員数 ：12万人超
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主な製品：
モジュラー機器、配電装置（安全スイッチ）、
ビルマネジメント（エネルギー管理ソフト）、
UPS、データセンターソフトウエア　など

出所） 株価：Investing.comより作成
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ラムをつくり、経営トップと幹部に対して、
DXを実践する意義についてのワークショッ
プを繰り返し実施し、一般社員に対してはオ
ンラインのDX研修を提供している（図33）。

GEも「ファストワークス」という全社の
意識改革活動を進めていたが、モノの時代を
象徴する品質重視の「シックスシグマ」によ
るかつての成功体験のイメージが非常に強か
ったため、デジタルの時代の品質よりもスピ

ードを重視するファストワークスがなかなか
定着しなかったという事情がある。シュナイ
ダーエレクトリックの場合は、このような形
でトップからボトムまで非常に丁寧に事業改
革の必要性を啓発していったということも成
功要因の一つである。

（3）	両社のDX推進体制の違い
GEとシュナイダーエレクトリックのDX推

図32　シュナイダーエレクトリックのデータセンター事業者向け商品・サービスの変遷

商品・
サービス

提供価値

～ 2011 2012～ 2016
StruxureWare（オンプレミス型）

2017～
EcoStruxure IT （クラウド型）

故障に対する保険 故障に対する保険＋情報提供 データセンター運用担当者の
負荷軽減、生活の質の向上

無停電電源

（3年保証） 機器状況データの提供
故障原因の特定
故障予知

分析結果などの
閲覧ツール

処方的分析
（故障時）対策提案

機器

情報

機器

保証

分析

UI

機器

出所）シュナイダーエレクトリックWebサイトより作成
https://ecostruxureit.com

図33　シュナイダーエレクトリックの教育体系

階層別の到達目標

企業全体のリーダーシップ／ビジョン、
ロードマップの構築ができる

デジタルソリューションを通じて
変革を主導し、成長を促進できる

変化を推進するため戦略実行に
必要なツールキットを活用できる

ビジネスの洞察力を持ち、
複雑なDXの仕組みを理解できる

デジタル技術の基礎知識、
DXのマインドを持つ

経営トップ経営トップ

経営幹部

部門幹部

管理職

一般社員

シニアエグゼクティブ向けにカスタマイズ
された「デジタルリーダーシップコース」
をINSEADと共同開発

12万人の全社員向けに9カ国語で作成され
た「オンラインのDX研修」を開発し、社
員一人一人の受講結果をモニタリング

出所）シュナイダーエレクトリック公開資料より作成
https://efmdglobal.org/wp-content/uploads/Schneider_Electric-INSEAD-EiP2019-FullCase.pdf
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ラインでデータを集めてくれば金型の稼働状
況を遠隔監視できるようになる。同社ではそ
れを「スマート金型」と呼んでいる。

また、加工機械のデータもすべてリアルタ
イムで収集しているので、たとえば加工の刃
物が交換時期に入っているかどうかを、蓄積
してきたデータから判定できる。そうしたこ
とを通じて予防保全にデータを活用するとい
うのがスマート生産システムである。

さらに、受注から出荷までのそれぞれの工
程から集まってきたデータを一元管理するこ
とでスマート生産管理を実現している。これ
はコマツのスマートコンストラクションとほ
ぼ同じ考え方である。金型事業は注文が殺到
するときとそうでないときとの差が大きいと
いう特徴があるが、全工程をデータ上で可視
化できるので、受注情報に基づいてそれぞれ
のマシンの将来の稼働率をある程度予測でき
る。多田精機は 3 つの工場を持っているが、
この 3 つの工場のマシンの稼働率を予測しな
がら全体を平準化するという生産管理ができ
るようになった。

進体制を比較すると、トップダウンでサービ
ス開発をする姿勢が非常に強く前面に出てい
たGEに対して、シュナイダーエレクトリッ
クはボトムアップをうまく使いながら、全社
員の啓発活動も含めて企業変革に経営者がし
っかりと取り組んだ。ここに両社の差が出た
のではないかと考えている（図34）。

3	 多田精機の	
	 デジタル・ファースト経営

ここまで大企業の話ばかりであったが、次
に、同様の取り組みが進んでいる日本の中堅
企業の事例を紹介する（図35）。

岐阜を中心に、愛知、福岡にも拠点を置く
金型メーカーである多田精機は、顧客に納品
する金型にセンサーを装着しており、射出成
型の樹脂が金型内部でどう流れているかなど
の動作状況に関するさまざまなデータが集ま
ってくる。データが蓄積してくると、成型品
が不良かどうかをデータから判断できるよう
になる。その金型がたとえば東南アジアに出
荷されたときには、距離が離れていてもオン

図34　GEとシュナイダーエレクトリックのDX推進体制の違い

Predixというサービス開発にフォーカス 全社構造改革としてDXに取り組む

GE

CEO

事業部 事業部GE
デジタル

Predixの立ち上げを目的とした独立の組織 サービス開発は事業部から

（のちにCDOも兼務）

・横連携
・基盤統一
・人材育成

CDO

シュナイダーエレクトリック

CIO

CEO

CIO
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の仕組みを導入することで、業界全体で生産
を平準化する取り組みを始めようとしている

（図36）。複数の企業グループ間で稼働状況の
シミュレーションができれば、データに基づ
いてお互いの受注の多寡に応じた仕事の融通
も可能となる。金型業界は製造業の基盤をな
す重要産業である一方、従事する人員数が業
界全体で減少している。スマート生産管理に
よって機械の不稼働時間を最小限に抑える生
産計画が可能となれば、業界としての生産性

これらのリアルタイムデータは、通常のリ
レーショナルデータベースで管理するのでは
なく、より低コストで管理が可能な当社の
BOS注4データハブを活用している。通常の
データベースでリアルタイムの稼働データを
管理すれば大きなコストが発生するが、BOS
であれば中堅企業であっても十分投資可能な
範囲にコストを抑えることができる。

さらに同社は、自分たちの企業グループだ
けではなく国内のほかの金型メーカーにもこ

図35　多田精機の概要とスマート金型・スマート生産システム・スマート生産管理

多田精機

稼働データ

センサー
データ

受注から出荷までの各工程を横串・リアルタイムで可視化

BOS注4データハブ

リアルタイムデータ
加工機

スマート金型
測定機など

高速演算処理
稼働管理
加工分析

日程管理など

工場／機械室

所在地：岐阜、愛知、福岡
資本金：1.15億円
社員数：137人
売上高：26.9億円 （2020/12）
主要製品：自動車部品用金型、

住宅設備用金型  など

① スマート金型
センサーデータの波形などか
ら成型品の良否を識別、遠隔
監視も可能に

② スマート生産システム
加工機、金型、測定機の稼働
データを一元化

③ スマート生産管理
注文～生産～出荷までを可視
化し、複数工場で連携、稼働
の平準化を実現射出成型機／

センサー付金型

図36　多田精機における今後のスマート生産管理の取り組み（構想）

国内金型中堅企業グループ
グローバル金型中堅企業グループ

名古屋多田精機 ○○製作所
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×× MOLD

△△ DIE

○○模具
△△精密福岡多田精機

岐阜多田精機

多田精機グループ
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うことである。DXは戦略や施策だけでは効
果は出ない。DXはあくまでツールであり、
成果を生み出すためには仕組みを使いこなす
社員の主体性が肝要であって、その主体性を
引き出せるかどうかは経営者の手腕にかかっ
ているのである。

4	 デジタル・ファースト経営とは何か
ここまで 4 社の事例を紹介したが、全体を

通してデジタル・ファースト経営とは何であ
るかを考えると、これは単なるビジネスモデ
ルのオンライン化とかデジタル化ではなく、
企業変革だということが分かる。つまり社員
のマインドセットを変えるところまで踏み込
まないと本当の成果にはたどり着けないとい
うのが、ここにおける筆者の見解である。

最後に、地域社会のデジタル化とサステナ
ビリティという話題に触れたい。

が高まる画期的な出来事となるだろう。
多田精機におけるDXの成功要因として、

まず、経営者が非常に明快なビジョンを持っ
ていることが挙げられる（図37）。単にデー
タを集めてそこから何かやろうということで
はなく、はじめから「こういう問題を解きた
い」「これを解決したい」というテーマを持
って取り組んでいるので、関連して施策が順
調に進んでいく。

2 つ目の「手触り感のあるデジタル」は、
現場に近い個々のテーマに取り組んだことを
意味する。刃物の交換時期を勘とコツではな
くデータで確認できれば、現場の社員の負担
が大きく減る。つまり、社員にとって明確な
メリットがあることに着目して、それをデジ
タルで解決するというアプローチを採ること
で、社員の主体性を引き出している。

3 つ目の「社員のマインドセット」につい
ては、今までも「なぜデジタルでやるのか」

「こんな小さい会社でどうしてIT化を進めな
ければいけないのか」「勘とコツでできるじ
ゃないか」という社員もいたようだが、同社
は実績を積み重ねて社員のマインドセットを
社長のイニシアチブの下で変えていったとい

図37　多田精機におけるDXの成功要因

経営者のビジョン

経営者自身が強い意志でDXの方
針を立て、社内で不足するITリソー
スは外部連携で調達する

何かできるだろうと、課題も設定
せずにデータを収集

手触り感のあるデジタル

経営者がハンズオンで、現場に近
い個々の課題・テーマに取り組む。
デジタルはツールの位置付け

DXの概念先行で、現場からすると
メリットを感じない

社員のマインドセット

「勘・コツ」から、データに基づく
問題把握・問題解決へと 「発想の
転換」を社員に促す

社員が改革の必要性を理解しない
まま、何となく推進

Ⅳ	地域社会のデジタル化と	
	 サステナビリティへの取り組み
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ンドという北欧 3 カ国のGDPとCO2排出量
の推移であるが、 3 カ国ともGDPを着実に
伸ばしているにもかかわらず、CO2排出量は
順調に下がっており、両者の「デカップリン
グ」が実現されている。

デンマークの事例を詳細に見ていきたい。
まさに経済は成長しているが、CO2排出量を
着実に減らしているという意味で「グリーン
成長」といって差し支えないと思うが、どう
してこのようなことを実現できているのだろ
うか。

まず、エネルギー事情が日本と全く異なる
ことには注意が必要だ。図39にあるようにデ
ンマークの電源構成のうち、再生可能エネル
ギーは82％を占めている。欧州各国はほぼ地
続きになっているので、北欧から水力発電の
電気を持ってきたり、フランスから原子力の
電気を持ってきたりと、各国の特徴を活かし
て欧州全体として再生可能エネルギーのウエ
イトを高くすることができる。しかし日本は
島国なので一国ですべてを解決しなければい
けないのである。図40はIEA（国際エネルギ

1	 デジタル化とSDGsとの関係
（1）	経済成長とCO2排出のデカップリング

産業資本主義の時代は大量の化石燃料の消
費が経済成長を支えていたが、それは必然的
に温室効果ガス、つまりCO2の排出を促し、
地球に大きな環境負荷をかけることになっ
た。持続可能な社会の実現のためには、化石
燃料の消費を大幅に抑制し、CO2排出量を劇
的に下げるしかない。

一方で、そのために経済成長を犠牲にして
よいのか、という議論もある。また、CO2排
出と気候変動との因果関係については科学的
に証明されているとしても、それではCO2排
出を極限までゼロに近づけるべきなのかとな
ると、そこには異論があることも事実であ
る。ただ、現状のCO2排出を野放しにしてい
る状況はもはや許されないのであって、経済
成長とCO2排出量削減を両立させなければ、
極端にいえば、人類が生き残る道はない、と
いうのがグローバルな論調になっている。

北欧の事例を見て具体的に考えてみよう。
図38はデンマーク、スウェーデン、フィンラ

図38　北欧各国のGDPとCO2排出量（1990年＝100）
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出所） GDP：世界銀行、CO2排出量：IEA「CO2 Emissions from Fuel Combustion」（2020） より作成
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能エネルギーも36〜38％ぐらいにまで引き上
げなければならない。原子力については規制
委員会に申請されるほぼすべての原子炉が再
稼働することが前提となるし、再生可能エネ
ルギーについては洋上風力発電が難しい中で
2030年の水準の達成は極めて難しい問題であ
る。電源構成という点で、日本は大きなハン
ディキャップを背負いながらカーボンニュー
トラルに取り組まなければいけない。ここは
デンマークと明らかに違うところである。

ー機関）が2020年に出した再生可能エネルギ
ーにかかるコストの対比だが、日本は欧州、
米国、中国と比べて圧倒的にコストが高いこ
とが一目瞭然である。

日本は菅政権のときに、2050年にカーボン
ニュートラルを実現することを国際公約にし
た。逆算して考えると、2030年に13年比で
CO2を46％削減しなければいけない。これを
実現するためには、現在、電源比率で4％程
度の原子力は20〜22％に、20％程度の再生可

図39　デンマークのエネルギー事情

図40　再生可能エネルギーにおけるLCOE注5の各国比較

再生可能
エネルギー  82%
（風力60%、廃棄物18%、

太陽光4%）

石炭 10%
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石油 1%
その他 3%

製造業・建設

廃棄物・Fガス

農林水産業
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家計 石油などサービス

産業部門別CO2排出量電源構成（2020年）
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出所）電源構成：IEA「Monthly Electricity Statistics」
産業部門別CO2排出量：Statistics Denmarkより作成

出所） IEA「Projected Costs of Generating Electricity 2020」より作成
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（図41）。
どうすればカーボンニュートラルを地域レ

ベルで実現できるのかというと、筆者は 3 つ
のポイントがあると考えている（図42）。

①都市のスマート化
1 つ目のポイントは都市のスマート化であ

るが、実は筆者もこれがカーボンニュートラ
ル実現の大前提だと考えている。デジタルは
可視化できることが最大の武器である。これ
が都市にある程度、浸透し、CO2排出量がモ
ニタリングできていないと都市レベルでのカ

（2）	デンマークから学ぶべきこと
ただし、エネルギー事情が根本から違う日

本にとっても、デンマークから学ぶべきこと
は多い。

デンマークも国として2050年のカーボンニ
ュートラル実現を宣言している。一方、首都
のコペンハーゲンは25年、オーフスやオーデ
ンセなどの都市は30年のカーボンニュートラ
ル実現を目指している。つまり、主要都市が
国全体よりも前倒しでカーボンニュートラル
を実現しようとしているという点で、地域の
イニシアチブを非常に重視しているのである

図41　デンマークにおけるカーボンニュートラルへの取り組み

デンマーク 約581万人
● 2030年の温室効果ガスを1990年比で70％削減
● 2050年までにカーボンニュートラルを達成

コペンハーゲン 約63万人
● 2025年までに暖房による排出量ネットゼロ
● 2025年までに公共交通機関のカーボンニュートラルを達成
● 移動の75％を徒歩、自転車および公共交通機関にする

オーフス 約35万人

● 2030年までに公共交通機関、バス、タクシーの非化石燃料化
実現

● 2030年までにビル、建築物から排出される温室効果ガスを削
減

オーデンセ 約20万人
● 2030年までにクライメート・ニュートラル（気候中立）実現
● サステナブル消費都市として知名度を上げる

出所）デンマーク：Climate Act　コペンハーゲン市：KBH 2025 Klimaplanen - Roadmap 2021-2025
オーフス市：Klimastrategi 2030 og Klimaplan 2021-2024　オーデンセ市：Klimaneutralt Odense 2030  より作成

図42　デンマークのカーボンニュートラル政策のポイント

①都市のスマート化が前提

デジタルの特性を活かし、
「可視化」を戦略の前提に置く

②カーボンニュートラル後の
成長戦略を明示

カーボンニュートラルを達成した後の
成長シナリオが準備されている

③市民の動機づけを重視

市民の「ウエルビーイング向上」を
目的の上位に置いている

カーボンニュートラル
実現時期 （年）

2050

2025

2030

2030
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る。こうしたことが前提にないと、カーボン
ニュートラルは前進しないのではないかと思
っている。

②カーボンニュートラル実現後の
	 成長戦略を明示
2 つ目のポイントは、カーボンニュートラ

ル実現後の成長戦略を明示することである。
つまり、グリーン成長のことをある程度きち
んと考えられていなくてはならない。デンマ
ーク第三の都市オーデンセの例を見てみよ
う。

同市はとにかく電源がクリーンなので、そ
の特色を活かしてデータセンター誘致に熱心
に取り組んでいる。Facebookなどの巨大な
データセンターがあるが、電力消費が大きな
データセンターも電源がクリーンなデンマー
クではそれを気にする必要はない。むしろ、
データセンターから出る廃熱を地域の熱源と

ーボンニュートラルは進めようがないだろ
う。

図43はスイスのビジネススクールIMDが
毎年出している世界のスマートシティ・ラン
キングである。 1 位はシンガポールであるが
上位は欧州の都市が多く、コペンハーゲンは
6 位に入っている。欧州以外は 8 位に台北、
10位にニューヨークが入っているのみで、残
念ながら、東京と大阪は109都市中79位と80
位という状況である。

都市全体がスマート化されているというこ
とは、さまざまなデジタルインフラが整って
いるということである。デンマークは全世帯
にスマートメーターの設置が義務化されてお
り、建物のエネルギー消費量もデジタルで計
測できるようになっている。データはオープ
ンになっているので、そのデータを活用し
て、スタートアップ企業などが利用者に対し
て省エネルギーの方法をいろいろ提案してく

図43　スマートシティ・ランキングとデンマークのデジタルインフラ

Smart City Indexによる都市ランキング

レーティング

1 シンガポール AAA

2 ヘルシンキ （フィンランド） AA

3 チューリッヒ （スイス） AA

4 オークランド （ニュージーランド） AA

5 オスロ （ノルウェー） AA

6 コペンハーゲン （デンマーク） AA

7 ジュネーブ （スイス） AA

8 台北 （台湾） A

9 アムステルダム （オランダ） A

10 ニューヨーク （米国） A

79 東京 （日本） CCC

80 大阪 （日本） CCC

※109都市のうちの順位
出所） IMD「Smart City Index 2020」より作成

デンマークのデジタルインフラ

デンマーク

● 2013年から電力セクターが系統データを収集
● 全世帯にスマートメーターの設置を義務づけ
● 今後は電力だけでなく、水・暖房などインフラ系のデー
タも収集し、サービス向上という価値に変えて国民に
提供

コペンハーゲン

● 市がパートナー企業と協業し、デジタルインフラを構
築

● デジタルインフラで建物のエネルギー消費量を管理
● データをオープン化し、企業の新サービス創出を促進
● 今後はエネルギーと水の消費量をリモートメーターで
管理

出所） 中島健祐「デンマークのスマートシティ」より作成
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して活用しており、地域に対する恩恵も大き
い。つまりは、カーボンニュートラル実現後
にこうした成長の果実があることが分かりや
すい形で示されているのである（図44）。

③市民の動機づけ
3 つ目のポイントは市民の動機づけであ

る。市民の参加意識が高まっていないと、都
市レベルでのカーボンニュートラルが実現で
きないからである。

コペンハーゲンは、2025年に向けたカーボ
ンニュートラルの総合戦略「コペンハーゲン
2025（CPH2025）」を策定しているが、その
目的は成長と市民のQOL（クオリティ・オ
ブ・ライフ）に投資することであり、そのた
めの手段としてカーボンニュートラルがあ
る、と明記している。つまり、カーボンニュ
ートラルは目的ではなく、クリーンな環境の
下で市民生活を送ってもらうための手段であ
り、その結果、市民のQOLも向上するとい
うストーリーがしっかりできているのである

（図45）。

一方、日本では21年 6 月に国・地方脱炭素
実現会議から「地域脱炭素ロードマップ」が
発表されている。デンマークと同じように、
先行してできる都市を100カ所指定し、それ
ぞれで新しい試みを行い、そこで実施された
創意工夫を横展開しようということが書かれ
ている。しかし、市民目線で見たとき、それ
が市民のQOLにどのようなメリットをもた
らすのかについての言及は少ない。また、カ
ーボンニュートラル実現後の地域産業の成長

図44　デンマークのデータセンター誘致の取り組み

（オーデンセの場合）

年間10万MWh

地域に寄付
 （余熱の有効活用）

地域内のビル・住宅の
熱供給システム

Facebookの
データセンター

● 100%再生可能エネルギー利用を掲げ、Google、
Apple、Facebook、Microsoft などIT企業のデータ
センターを誘致

● データセンター内で発生する熱を広域な熱供給システム
でビル・住宅に供給

出所） 自治体ヒアリングを基に作成

図45　デンマークの主要都市のスマートシティ政策

コペンハーゲン

コペンハーゲン気候プロジェクト

● グリーン化（カーボンニュートラル化）を通じ、市民のQOLを実現することが最優先
「われわれは気候プランを通じて、成長と市民のQOLに投資をしているのです」 CPH2025序文より （フラン
ク・ジェンセン、コペンハーゲン市長）

● 産官学連携のパートナーシップ（Gate21）、データ活用によるCNの実験プログラム（コペンハーゲン・ソ
リューション・ラボ）など各種のイニシアチブを展開

● 持続可能性、多様性、快適性、人間中心原則を体現するスマートシティの実験場を市内のノーハウン地区
に建設

オーデンセ

カーボンニュートラル・オーデンセ2030

● 住むにあたって、より健康で、よりグリーン（環境にやさしく）、より魅力的な地域にする。
● グリーンへの移行は、新しい機会を生み出し、成長と福祉の両立につながる

出所） 自治体ヒアリングを基に作成
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変革だと心得て社員の意識改革の問題、つま
り、社員のマインドセットを変えることに心
を砕かなければならない。それがないとデジ
タル・ファースト経営にはたどり着けない。
一方で、地域社会においては、確固たる市民
目線の方針がないといけない。最終的な選択
権は市民にあるのでその啓発が大切である。
最も重要なのは、カーボンニュートラルの実
現によって市民生活がより豊かになることを
納得してもらい、市民の参加意識を高めるこ
とにある。

に対して、どのような戦略があるのかという
ことに関する記述も弱い。つまり、カーボン
ニュートラル自体が目的化しているように見
えるのである。

日本はさまざまな重荷を抱えている中で、
このテーマに取り組んでいかなければいけな
いことは確かであるが、同時に、カーボンニ
ュートラルを実現することの市民目線での意
味合いを明確にする必要がある。そうでなけ
れば市民不在のカーボンニュートラル戦略と
なってしまい、地域に根付いた持続的な活動
とはなり得ないであろう。

2	 国と地方のDXのあり方
本稿では、デジタルが成長戦略と持続可能

な社会という、日本がこれから取り組むべき
2 つの課題に対してさまざまな貢献ができる
ことを示してきた。ただし、本当に実現する
ためにはいくつか乗り越えなければいけない
壁がある（図46）。

たとえば、前述のように企業はDXを企業

図46　国と地方におけるDXの展開モデル

トップダウンによる連携促進

国・行政

地域・市民

ボトムアップ （市民目線） による事業発想

● 各市の取り組み・ベストケースの展開
● ITアーキテクチャ統一、データ横連携
● 首長の発信、市民のマインド変革

● デジタルサービス・事業の発想
● 市民の声の収集と共有
● 市民にとっての価値の明示
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デジタル化がどの程度進んでいるかを指数化し
たもの

3	 SDGsへの取り組みがどの程度進んでいるかを指
数化したもの

4	 BOS（Business Oriented Solution）：大量の素
データを任意の二次元平面にリアルタイムで変
換し、ローコード開発アプリで分析が可能とな
るアーキテクチャ。大規模で複雑なデータベー
スを持つ必要がない

5	 LCOE（Levelized Cost Of Electricity）：発電量
あたりの電力単価

総じて、DXというのはトップダウンに見
えながら実はボトムアップが成否のカギを握
ると筆者は考えている。

注

1	 NRIが独自に計測している指標で、各都道府県
や地域のデジタル化の進捗度を指数化して表し
たものである。詳しい定義は、本誌2021年 1 月
号掲載の論文「ポストコロナ時代に向けたデジ
タル社会資本の整備」を参照されたい

2	 EU委員会が毎年出している加盟国の経済社会の




